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「放送業界は55年体制のままで、一向に変わっていない」

「90年代に金融業界も、“今の枠内で必死に努力しているので、これで十分”

と言っている内に、潰れる銀行が出始め統廃合が進んだ。放送業界は当時

の銀行とそっくりで、基本的に今の枠組みを変える気がない」

これは某シンポジウムでの堺屋太一元経済企画庁長官の言葉である。産業

としてのテレビは、工業社会の中で規格大量生産品を大量に販売するための、

マス広告メディアとして大成功した。ところが90年代以降、規格大量生産の時

代は終わり、多種少量生産のブランド品が主流で、全国一律に高コストな広

告を流すのは最適ではなくなってきた。つまり放送業界は、かつての日本の

銀行と同じく不合理なシステムになりつつあるにも関わらず、自ら変革しよう

という姿勢がないというのである。

同席した竹中平蔵元総務大臣も、同趣旨の発言をしている点が面白い。

「テレビは構造不況業種だ。従来は電波の独占で超過利潤を得ていたが、

1対多の情報提供が通信でも可能となり、もはや独占は崩れた」

「だから自由度を広げた中で発展するために、“可能性を考えましょう”と問

題提起をしたが、業界からは猛反発を受けた」

問題提起とは、06年に設置された竹中懇での「“通信放送融合”の推進」議

論を指すが、放送業界は“融合”という言葉の使用すら厭い、一斉に反対をし

たというのである。

では、業界が拘泥した現状はどうかと言えば、トリプルパンチに見舞われ、

空前のピンチに追い込まれている。放送のデジタル化に向け、経営が揺らぐ

ほどのコスト負担を強いられていたところ（パンチ1）へ、08年秋から100年に1

度と形容される不況に見舞われ、広告市場は前例のないシュリンクを始めて

いる（パンチ2）。しかもその広告市場は、単に景気循環により痛んでいるの

ではなく、日本社会のさまざまな変質を受けた構造的な収縮を見せている点

が深刻だ（パンチ3）。

本書でデジタルショックとしたのは、これらトリプルパンチを指す。放送業界

が度し難いのは、現在の苦境は景気が回復すれば元の姿に戻ると思ってい

る点だ。あるいは薄々事態の重大さに気付きつつも、元に戻って欲しいとい

う希望的観測に浸り、番組制作費や人件費などのコスト削減は行なっても、

構造変化に対応する根本治療に踏み出さない局が多い点だ。

茹でガエルという言葉がある。水中のカエルが、周囲の水温がじわじわ上

昇しても自覚せず、やがては茹であがって死に至るという警句である。急に

熱湯に入ったカエルなら、直ちに跳びはね、脱出し、生存する可能性がある。

しかし、なまじ環境適応能力を持つと、暫時的な変化は万一それが致命的な

ものであっても受け入れてしまう傾向を警告するものである。

では放送業界は茹でガエルなのか。状況の変化は始まって間がないので

結論を下すのは早計だが、そうなる兆候は幾つもある。

そもそも放送事業は儲かり過ぎだった。経常利益率1割前後が長く続いた

局が多いが、国際競争の中でかろうじて数パーセントの経常利益を出してき

た製造業界にはあり得ない状況と言えよう。竹中氏が「電波独占で超過利潤

を得ていた」と喝破しているが、その“電波独占”は総務省との関係で維持さ

れてきた。1つ目のパンチ「デジタル化による過重なコスト負担」も、“電波独

占”状態を維持するために業界が甘受したものである。もし経営が傾いたら、

は じ め に
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最後は総務省が助けてくれると高を括っている。実際に総務省は07年12月に、

経営が苦しいローカル民放の救済を目的として放送法を改正した（第3章-1・

第4章-3参照）。この改正は実効性を持たなかったが、次の苦境が訪れても、

最後は必ず手を差し伸べてくれるという甘えが業界にはある。

環境変化を正しく認識しているかも大いに疑問だ。テレビ広告費が急減し

始めているが、実は今世紀に入って凋落の兆しはあった。ネットCMが急上

昇を始め（第1章-4参照）、日本の社会構造の変化を背景に広告主のマインドが

変化し始めていた（第1章-5参照）。広告代理店に依存する放送局は、明らか

に水温の変化を認識していなかった。

広告代理店への依存だけでなく、番組制作を下請プロダクションに依存して

きた点も危うい。テレビが地盤沈下を始めても、多くの業界関係者は「それ

でもテレビは最大のリーチメディア」と言い、“まだまだ大丈夫”と楽観視する。

ところが前提は強力なコンテンツ制作力で、その大半は下請けプロダクション

が担っている。つまり番組の制作力は、放送局が独占しているものではない。

そこにインターネットを初め、多メディア多チャンネル化で多様な回路ができ

つつある。そこにYouTubeを介して、海外で大量のDVD販売に成功したプロ

ダクションが登場した。09年5月に始まったBeeTVは、コンテンツホールダーが

直接経営する新メディアだ。テレビ局の独占は確実に崩れる方向にある（第4

章-6参照）。

情報消費の環境も変化が進んでいる。テレビの編成では“定曜定時”が基

本だった。月曜9時は“ゲツク・ドラマ”がお決まり、という世界である。視聴

者の最大公約数を確保するための勝利の方程式ともいうべきものだったが、

ネット時代は明らかに変化が生じている。見たい時に、見たい情報を消費す

る“オンデマンドの時代”になっているからだ（第4章-4参照）。しかも若年層に

とっては、テレビ創世記に当時の若者が支持したような“テレビへの共感”は、

もはやない。権力を監視するというテレビの建前はあるものの、実態は発表

ジャーナリズムが中心で、テレビ局経営の都合も見え隠れしている。今やテ

レビが自分たちを代弁するメディアではなく、むしろエスタブリッシュメントの

側にいると今の若者には見えているのである。

水温は確実に上昇を続けている。ビジネスとして見ると、テレビは変調から

容易に脱することのできない日本経済や社会構造が前提となる。しかも視聴

者の情報消費という、移ろい易く把握し難い生活行動が命運を握る。複雑で

早い変化を認識しにくい構造になっている。ここに過去の栄光というバイア

スがかかるために、業界人の認識力は一層危ういものとなっている。

「201X年 生き残るテレビ局はどこか」を言い当てるのは容易ではない。し

かし生き残れないテレビ局が出る可能性は否定できない。今後メディアに就

職しようとしている学生は、画面から得るイメージだけで軽々に就職先を選択

しない方が良い。既にテレビ局で働く方々には、“逃げきり”だけを考える経

営陣を蹴飛ばし、一早くまともな会社に更生させることをお勧めしたい。

テレビ開始以来のピンチは、完全デジタル時代に向けた“産みの苦しみ”な

のだろう。無事に此岸から彼岸に渡河できるか否かは、正しい認識と適切な

行動にかかっている。

2009年6月

天地 諒


